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平成 27 年３月２日 
一般社団法人全銀協 TIBOR 運営機関 

 
全銀協 TIBOR 公表に係るコンティンジェンシー・プラン 新旧対照表 

 
※変更箇所：下線部（平成 27 年４月１日実施） 

新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

２．非常事態発生時に実施する措置 
非常事態発生時に実施する措置を以下のとおりとす

る。なお、運営機関が非常事態の影響を受けることとな

り、全銀協ＴＩＢＯＲ公表にかかる事務を遂行すること

が困難と判断される場合には、運営機関は大銀協にその

事務の遂行を依頼し、大銀協が関係者にその旨を連絡の

うえ、その事務を遂行することとする。この場合、本２.
（1）（2）および（3）における「運営機関」は、別に定

めがない限り、「大銀協」と読み替えて対応するものとす

る。 
 

（(1)略） 
 
(2)基本的な対応 
①リファレンス・バンクのレート呈示 
ⅰ）リファレンス・バンクは、事務代行会社に対し専用

２．非常事態発生時に実施する措置 
非常事態発生時に実施する措置を以下のとおりとす

る。なお、運営機関が非常事態の影響を受けることとな

り、全銀協ＴＩＢＯＲ公表にかかる事務を遂行すること

が困難と判断される場合には、運営機関は大銀協にその

事務の遂行を依頼し、大銀協が関係者にその旨を連絡の

うえ、その事務を遂行することとする。この場合、本２.
（1）（2）および（3）における「運営機関」は、別に定

めがない限り、「大銀協」と読み替えて対応するものとす

る。 
 

（(1)略） 
 
(2)基本的な対応 
①リファレンス・バンクのレート呈示 
ⅰ）リファレンス・バンクは、事務代行会社に対し専用
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新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

回線経由でレート呈示ができない場合には、事務代行

会社および運営機関宛に電話回線（電子メール、ファ

クシミリまたは電話をいう。）経由でレートを呈示す

る。この場合、リファレンス・バンクは、電話回線経

由による運営機関へのレート呈示が完了したことを確

認できないときは、レートを運営機関へ持ち込むこと

とする（運営機関が非常事態の影響を受け、大銀協に

全銀協ＴＩＢＯＲ公表事務の遂行を依頼した場合を除

く。以下のⅱ）においても同じ。）。 
ⅱ）事務代行会社は、運営機関宛に専用回線・電話回線

経由で公表レートを連絡できない場合（呈示の完了確

認ができない場合を含む。）には、レートを運営機関に

持ち込むこととする。 
 
②算出 
ⅰ) 運営機関は、現行の公表時刻（正午まで）に間に合

う最終締切時刻（11時35分：注）まで、リファレンス・

バンクからのレート呈示を待つ。なお、この時点で８

行以上の呈示がある場合、現行の公表時刻に公表する。

ⅱ）11時35分を過ぎてもレート呈示を行うリファレン

ス・バンク数が８行に満たない場合、13時までリファ

レンス・バンクからのレート呈示を待つ。13時時点で

回線経由でレート呈示ができない場合には、事務代行

会社および運営機関宛に電話回線（電子メール、ファ

クシミリまたは電話をいう。）経由でレートを呈示す

る。この場合、リファレンス・バンクは、電話回線経

由による運営機関へのレート呈示が完了したことを確

認できないときは、レートを運営機関へ持ち込むこと

とする（運営機関が被災等し、大銀協に全銀協ＴＩＢ

ＯＲ公表事務の遂行を依頼した場合を除く。以下のⅱ）

においても同じ。）。 
ⅱ）事務代行会社は、運営機関宛に専用回線・電話回線

経由で公表レートを連絡できない場合（呈示の完了確

認ができない場合を含む。）には、レートを運営機関に

持ち込むこととする。 
 
②算出 
ⅰ) 運営機関は、現行の公表時刻（正午まで）に間に合う

最終締切時刻（11時35分：注）まで、リファレンス・

バンクからのレート呈示を待つ。なお、この時点で８

行以上の呈示がある場合、現行の公表時刻に公表する。

ⅱ）11時35分を過ぎてもレート呈示を行うリファレン

ス・バンク数が８行に満たない場合、14時までの間は、

呈示を行うリファレンス・バンク数が８行になった時

 
 
 
 
 
・文言上の修正 
 
 
 
 
 
 
 
・全銀協 TIBOR
レートの公表を

タイムテーブル

に沿った計画的

な公表とするた

め、コンティン

ジェンシー・プ

ラン発動時にお

けるレート呈示
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新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

８行以上の呈示がある場合、全銀協ＴＩＢＯＲレート

を速やかに算出し、公表する。 
ⅲ）13時時点で呈示を行うリファレンス・バンク数が８

行に満たない場合、14時30分までリファレンス・バン

クからのレート呈示を待つ。14時30分時点で３行以上

の呈示がある場合、全銀協ＴＩＢＯＲレートを速やか

に算出し、公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点で全銀協ＴＩＢＯＲレートを速やかに算出し、公表

する。 
ⅲ）14時時点で呈示を行うリファレンス・バンク数が８

行に満たない場合、17時までの間は、呈示を行うリフ

ァレンス・バンク数が３行以上確保できている時点で

全銀協ＴＩＢＯＲレートを速やかに算出し、公表する。

この場合のレート算出方法は、各期間毎に呈示を行う

リファレンス・バンク数に応じ、以下のとおりとする。

 
 
 
 
 
・５行以上の場合：通常どおり、各期間毎に最高2社の値

および最低2 社の値を除外し、単純平均して算出した

レート 
・４行の場合：各期間毎に最高１社の値および最低１社

の値を除外し、単純平均して算出したレート 
・３行の場合：各期間毎に最高１社の値および最低１社

の値を除外した、残る１社のレート 
 
 

を行ったリファ

レンス・バンク

数の判定時点を

特定すること 
・判定時点を特定

（第 1 回目の判

定時点を 13 時

とするととも

に、第 2 回目の

判定時点を 14
時 30 分とす

る。） 
・新設項目「ⅵ）」

で規定 
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新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

ⅳ）14時30分時点で呈示を行うリファレンス・バンク数

が３行に満たない場合、17時までリファレンス・バン

クからのレート呈示を待つ。17時時点で３行以上の呈

示がある場合、全銀協ＴＩＢＯＲレートを速やかに算

出し、公表する。 
ⅴ）17時を過ぎてもレート呈示を行うリファレンス・バ

ンク数が３行に満たない場合、前日の全銀協ＴＩＢＯ

Ｒレートを当日のレートとして公表するとともに、そ

の旨を公表する。なお、この場合、呈示のあったリフ

ァレンス・バンクの呈示レートについては公表しない。

 
 
ⅵ）上記の場合のレート算出方法は、各期間毎に呈示を

行うリファレンス・バンク数に応じ、以下のとおりと

する。 
・５行以上の場合：通常どおり、各期間毎に最高2社の値

および最低2 社の値を除外し、単純平均して算出した

レート 
・４行の場合：各期間毎に最高１社の値および最低１社

の値を除外し、単純平均して算出したレート 
・３行の場合：各期間毎に最高１社の値および最低１社

の値を除外した、残る１社のレート 

（新設） 
 
 
 
 
ⅳ）17時を過ぎてもレート呈示を行うリファレンス・バ

ンク数が３行に満たない場合、前日の全銀協ＴＩＢＯ

Ｒレートを当日のレートとして公表するとともに、そ

の旨を公表する。 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・17 時時点（当日

の判定時限）で

公表可否を判断

する。 
 
・新設項目に伴う

項目ずれおよび

呈示のあったリ

ファレンス・バ

ンクの呈示レー

トを公表しない

旨を明確化 
・「ⅲ）」の規定の

一部を新設項目

立て 
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新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

ⅶ) リファレンス・バンクから一部のタームのレートに

ついてのみ呈示があった場合には、本項の算出におい

ては、呈示があったタームのレートについてのみ、レ

ート呈示銀行と看做すものとする。 
（注）「全銀協ＴＩＢＯＲ行動規範」では、11時20分まで

にレートを呈示することとなっている。 
 
③ 公表 
ⅰ)  上記２．(2)②ⅳ）またはⅴ）の場合には、運営機関

は18時までに全銀協ＴＩＢＯＲレートを公表する。 
（ⅱ）、ⅲ）略） 
ⅳ）運営機関が、情報提供会社からの公表が困難と判断

した場合には、運営機関は銀行会館１階で全銀協ＴＩ

ＢＯＲレートを掲示する（運営機関が非常事態の影響

を受け、大銀協に全銀協ＴＩＢＯＲ公表事務の遂行を

依頼した場合を除く）。併せて運営機関のホームページ

および運営機関の事務局において、外部から非常事態

の発生の事実、運営機関の対応状況および全銀協ＴＩ

ＢＯＲレートの確認が可能となるよう対応する。なお、

情報提供会社からの公表が可能になり次第、順次情報

提供会社からの公表を実施する。 
 

ⅴ) リファレンス・バンクから一部のタームのレートにつ

いてのみ呈示があった場合には、本項の算出において

は、呈示があったタームのレートについてのみ、レー

ト呈示銀行と看做すものとする。 
（注）「全銀協ＴＩＢＯＲ行動規範」では、11時20分まで

にレートを呈示することとなっている。 
 
③ 公表 
ⅰ)  運営機関は18時までに全銀協ＴＩＢＯＲレートを

公表する。 
（ⅱ）、ⅲ）略） 
ⅳ）運営機関が、情報提供会社からの公表が困難と判断

した場合には、運営機関は銀行会館１階で全銀協ＴＩＢ

ＯＲレートを掲示する（運営機関が被災等し、大銀協に

全銀協ＴＩＢＯＲ公表事務の遂行を依頼した場合を除

く）。併せて運営機関のホームページおよび運営機関の事

務局において、外部から全銀協ＴＩＢＯＲレートの確認

が可能となるよう対応する。なお、情報提供会社からの

公表が可能になり次第、順次情報提供会社からの公表を

実施する。 
 
 

・新設項目に伴う

項目ずれ 
 
 
 
 
 
 
・該当する場合を

明確化 
 
 
 
・文言上の修正 
 
 
・非常事態の発生

の事実等を運営

機関 HP に掲載

することを明確

化 
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新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

(3)広域大災害発生等の場合の取扱い 
広域大災害発生時等、上記２．(2)②によらずに全銀協

ＴＩＢＯＲの公表を中止することが適切と判断される場

合には、運営機関の理事長または副理事長の決定により、

また、運営機関の理事長および副理事長の事故等により、

その職務を行えない場合には、運営機関の全銀協ＴＩＢ

ＯＲ運営委員会委員長、または、これに代わる者として

運営機関の理事会が事前に指定する者の決定により、全

銀協ＴＩＢＯＲの公表の中止を決定し、これを公表する。

なお、この場合、前日の公表レートを当日の全銀協ＴＩ

ＢＯＲとする。 
 
３．極度の市場ストレスの発生の場合の対応 
(1)運営機関は、極度の市場ストレスが発生した場合にお

いても、原則として、全銀協ＴＩＢＯＲの算出・公表を

行う。 
(2)上記市場ストレス時において、リファレンス・バンク

の一部からレート呈示が行われない等の事態が発生し、

11時35分を過ぎても、レートを呈示するリファレンス・

バンクが8行に満たない場合には、上記２．(2)②ⅱ)から

ⅶ）の手続により全銀協ＴＩＢＯＲの算出を行う。この

場合の公表については、上記２．(2)③ⅰ)ⅱ)ⅳ)および(3)

(3)広域大災害発生等の場合の取扱い 
広域大災害発生時等、上記２．(2)②によらずに全銀協

ＴＩＢＯＲの公表を中止することが適切と判断される場

合には、運営機関の理事長または副理事長の決定により、

また、運営機関の理事長または副理事長の事故等により、

その職務を行えない場合には、運営機関の全銀協ＴＩＢ

ＯＲ運営委員会委員長、または、これに代わる者として

運営機関の理事会が事前に指定する者の決定により、全

銀協ＴＩＢＯＲの公表の中止を決定し、これを公表する。

なお、この場合、前日の公表レートを当日の全銀協ＴＩ

ＢＯＲとする。 
 
３．極度の市場ストレスの発生の場合の対応 
(1)運営機関は、極度の市場ストレスが発生した場合にお

いても、原則として、全銀協ＴＩＢＯＲの算出・公表を

行う。 
(2)上記市場ストレス時において、リファレンス・バンク

の一部からレート呈示が行われない等の事態が発生し、

11時35分を過ぎても、レートを呈示するリファレンス・

バンクが8行に満たない場合には、上記２．(2)②ⅱ)から

ⅴ）の手続により全銀協ＴＩＢＯＲの算出を行う。この

場合の公表については、上記２．(2)③ⅰ)ⅱ)および(3)に

・理事長および副

理事長のいずれ

も事故等が生じ

た場合に権限が

委譲されること

を明確化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・新設項目に伴う

項目ずれ等 
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新 
（平成 27 年４月１日から） 

旧 
（平成 27 年３月 31 日まで） 

備考 

に準じる。 
 
５．本プランの改正 

本プランの改正は、理事会の決定によるものとする。

 
 
６．その他 

本プランの運用に必要な事項は、事務取扱要領で定め

る。 
また、事務取扱要領の改正、ならびに、本プランおよ

び事務取扱要領に定めのない事項については、必要に応

じて、理事会が決定する。 
 

準じる。 
 
５．本プランの改正 
本プランの改正は、運営機関理事会の決定によるもの

とする。 
 
６．その他 

本プランの運用に必要な事項は、事務取扱要領で定め

る。 
また、事務取扱要領の改正、ならびに、本プランおよ

び事務取扱要領に定めのない事項については、必要に応

じて、運営機関の理事会が決定する。 
 

 
 
 
・文言上の修正 
 
 
 
 
 
・文言上の修正 

 
以  上 


